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バーゼルnと い う新しい金融規制iiでは、金融機関に対 して、 りスクに見合った自己資本





海外か ら学ぶオペ レーシ ョナル リスク管理高度化手法
オペ レーシ ョナル リスクには、事務 ミス、不正事件等に加え、自然災害に伴 う損害 も含ま
れる。 日本では、地震等自然災害が多い。 さらに、近年では、米国の同時多発テロ事件やグ
ローバル化等により、人的災害や鳥インフルエンザという疫病への対応 も重要 となっている。







2.決済業務 とオペ レーシ ョナル リスク管理の重要性
2.1金融機関の決済業務
邦銀では、安定的収益確保のため、資金決済業務に注力 している。資金決済業務 とは、金
融機関が依頼先顧客の預金口座か ら資金 を引 き下 ろし、指定先顧客の金融機関口座へ資金送
金する業務である。依頼者と指定先の決済口座は、異なる金融機関の口座である場合が多い。
そこで、邦銀では、顧客か らの大量の資金取引をお互いに持ち寄 り、全国銀行データ通信 シ
ステム 似 下、全銀システム)iiiを通 じて、個別行 ごとに、受払いの差額 伎 払い超=負 け、
受取超=勝 ち)を算出 している。その受払いの差額は、日本銀行の当座預金を通 じて、決済
を行っている。
2.2オ ペ レー シ ョナ ル リス ク管 理 の重 要 性
バ ーゼル銀行監督委員会(バ ーゼル委)で は、2004年、 自己資本比ey-r制であ るバ ーゼル
1を改定 し、バ ーゼルnを 公表 した。金融機 関 に対 して、信 用 リスク、 市場 リス クに加 え、
オペ レー シ ョナル リスクについて も リスク管理 の高度化 を促 し、所要 自己資本の保 有 を求 め
たiv。
オペ レー ショナル リスクが発生 した場 合、以下 の理 由か ら、当該G融 機 関の決済 業務や金
融 システム全体 に大 きな影響 を与 える可能性 が高 まっている。第.一.・は、 オ ープンネ ッ トワー
クへの移行 であ る。例 えば、 インターネ ッ トに代表 され るオープ ン ・シ ステ ムを利 用 した金
融機関 の決済業務 等が盛 んに な って い るが、 当該決 済業務 は、 システ ムダ ウ ンやITの 不正
使 用が生 じる と、その影響 は計 り知れ ない。第二 は、国内、金 融機 関 内部 での システム間の




Processing)化に加 え、全銀 シ ステム等外部 ネ ッ トワー クに接続 する ことによ り、各種資 金
決 済業務 を円滑 に行 うことがで きる。 しか し、各種 システ ムが安定稼動 しない場合 、 シス テ
ム相 互間の連動 が高いだ けに、業 務 に多大 な支障 を来 たす。第 三が、ボー ダ レス化 に伴 う各
国決済 システムの相 互依存の高 ま りで ある。例 えば、 内外の金融機 関では、 グ ローバ ル な資
金 ・為替 ・証 券の決 済業務 を、SW正Frなどシステ ムネ ッ トワーク業者 に依 存 してい る。 し
か し、テ ロ事件 、自然 災害 等 によ り、主 要な決済業務 が中断 されて しま うと、世 界の 決済 シ
ステムに多大な影響が及ぶ。
3.金融機関の業務継続計画のフレームワーク提示
以下 では、業務継 続計画 を中心 としたオ ベ レーシ ョナル リスク管理高度化 の フレーム ワー









3.2決済業務 の安定性確 保 を妨 げる事象の特定
金融機関の決済業務の安定 を妨げるオペ レーショナル リスクに関連 した損失事象を特定す
る。第一は、自然災害による決済業務の中断である。例 えば、地震、火災、水害、落雷、豪
雪等が想定される。 これによ り、建物が倒壊 したり、公共インフラが機能麻痺 したりする。
第二は、人為的災害による決済業務の中断である。例 えば、テロ事件(物 理テロ、ハ ッキ ン
グ等サイバーテロ、バ イオテロ)が 想定され る。y.・11事件のように、破壊活動により建物
が倒壊 したり、公共インフラが機能麻痺 したりする。第三は、システム障害による決済業務
の中断である.例 えば、システムの不具合、大規模停電等が想定 され る。金融機関の合併 ・
統合の準備が不十分であったため、合併 ・統合時に、しば らくATMが故障 して稼動しない
ということが起きた。第四は、疫病による決済業務の中断である。例 えば、鳥 インフルエ ン





3.3決済業務の中断 を引 き起 こす損失事象の要因分析
自然災害、人為的災害、 システム障害、.疫病という損失事象が発生すると、建物、人等に
大 きな影響を及ぼ し、決済業務が円滑に行われない。その原因には、プロセス要因(組織の
チェック機能 ・ルールの不備)、人的要因(専 門職員の能力不足)、システム要因(シ スデム
開発時の不備)、外的要因(自 然環境の変化)が 指摘で きる。損失事象が発生する過程を、













このステップでは、まず、重要業務の選定 を.行う。例 えば、決済 システムには、大口取
;;r、小口取引Xがある。.金融機関では、決済 システムの影響の大 きい大口決済を重要業務と















シナ リオが地域 災害 か広域災害 かに よ り、対応策 は異 なるので、 シナ リオの対象範囲 を明 確
にす る。次に、重 要業務 につ いては、再開 まで に要 す る時 間の 目標 を設定す る。 また、バ ッ
クア ップサ イ ト、重 要なデ ー タ、.各種 ゴ ンピュー タ機 器、電 力、水道、 要員等重要業務 の継
続 に必要 な インフラを確保 す る。 さらに、業務継続 計画 が実 際 に うま く機 能す るかについて、
実地訓練 を通 じて確認 し、必要 に応 じて改t,て い くことが重要 で ある。
なお、疫 病の リス クコン トロール策 も基本 的には、 自然.災害.と同 じで ある。 しか し、疫 病
の場 合 には、人命 の危険性 が 高 まるこ とか ら、衛生 対策、 廿～張 ・勤務処 置、.人出管 理等で 、
慎重 な対応 が望 まれ る面。
3.6自己資本 ・流動性管理
リスクコン トロールを十分に行って も、結果的に、一定の割合でリスクは顕現化 し、銀行
経営に影響を及ぼす可能性がある。このため、金融機 関では、自然災害、人的災害等が起 き
た場合の影響に備 え、経営のバ ッファーとしてζ十分な自己資本を保有する必要がある。 ま
た、他の決済システム参na者である金融機関にも波 及し、ひいては、金融システムが混乱す
る.可能性がある。 こうした事態が生 じないよう、個別の金融機関が資.金繰 り等流動牲管理に
努めることが期待 されている畑。
4.海外から学ぶオペ レーショナル管理高度化手法
4.1.オペ レー シ ョナ ル リス ク管理 高 度化 か ら学 ぶ 点
先進的欧米金融機 関で は、① オベ レー シ ョナル リ.スク管 理 につ いて、.規制対応の ためで は
な く、本来、企業価値 を高 めてい くために、 自 ら行 う.とい う意 識が明確 である、② オペ レー
シ ョナル リ.スクにつ いて、 単に極力肖9減す るので はな く、 リス ク ・リ.ター ンのバ ラ ンスの な
か、 リスクを適正 な水準 にコ ン トロールす るとい う考 え方 がみ られ る、③ リスクのバ ッファ
ー と して必要 な自己資本 が、 目指すべ き経営 目標 と整 合的 に設 定 され てい る、 とい う点 で優
れてい る。
これ に対 して、 邦銀のデ ィスク ロー ジャー誌 をみ ると、① オ ベ レーシ ョナル リス ク管理 と
企業価値 との 関係 が明 らか に され.ていない、② 費用 対効果 を考慮 して同 リスク を望 ましい 水
準に コン トロール す るので はな く、極 力削減 して管理 す る とい うスタ ン.スがみ られ る、③ 必
要な リ.スク資本 と経営 目標 との関係 が必ず しも明確 では ない、 との課題 があ る。
例 えば、③ につ いて、邦銀 大手行で は、「当社グル ー プが保有 す る リスクの うち計量 可能
な リスク(信 用 リスク、市場 リ.スクお よびオ ペ レー シ ョナル リ.スク)に 関 しては、内部管理
手法 に基づ き各 リス クを統一 尺度(信 頼 区間 片側93.9%、保 有 期 間 ユ年)で 合 算 した統 合
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VaRにより管理 している」(邦銀A行2007年デ ィスクロージャ"uc)としているが、.信頼区
問を99.9%に統一 している根拠が明確になっていない。統合管理において、より高い外部格
付 を目指すのであれば、より高い信頼区間で リスク量 を保守的に計測 し、その分、高い水準
の自己資本を保有する必要があるだけに、 リスク算出の前提となる信頼区間の考え方 を明確
にすることが望 まれる。ちなみに、.後述す る先進的外銀では外部格付AAを 目指 してお り、




(事例1=リ スクを望 ま しい水準 にコ ン トロールす るとい う発想〉
「オペ レー シ ョナル リス クをモニ タリング し、 コ ン トロールす るため、健全 で適 切 に
管理 されたオペ レーシ ョナル リス クの環境 を提 供す る包括 的な リスク管理 の方針や 管理
フ レー ムワークを保有 してい る。 リスク管理 の 目的 は、経 営体力、 ビジネスの性格 や市
場環境 、市場競争 力や当局の規 制環境 を踏 ま え、オペ レー シ ョナル リスクを望 ま しい水
準 に維持 す るこ≒で ある」(外銀A行2006AhnualReport>。
(事例2=オ ペ レーシ ョナル リスク管理 と株主価値 との関係 が明確化)
「オペ レー シ ョナル リスクは、業 務活動 に基づ く リ.スクで あ り、すべ ての リス ク を除
去す る ことはで きないが、 リ.スクを管理 ・削減 し、場合 によっては保険 を活用 す る こと
に よ り、株主価値 を守 り高 めてい くことがで きる。 この 目的のために、 リスク管理 の フ
レームワークを構 築 して お り、 その ステ ップと して、 リスクを特 定 ・測定 し、管理 ・モ
ニ タ リング し、所要 自己資本 を配賦 し、 リ.スクをコ ン トロー ・削減 す るとい う活 動等 を
行ってい る」(外銀B行AnnualRepork2006)。
(事例3:経 営 目標 と整合的 な リ.スクの所 要 自己資本 目標の設定)
「経 済資本 は、信 用 リス ク、移 転 リス ク、市場 リス ク、 オペ レー シ ョナル リスク、 ビ
ジネ ス リスクにつ いて、 リス ク量 の信頼 区 間99.95%、計測期 間1年 間 をも とに計 算 し
て い る。外部 格付AAの 企 業が1年 間破 綻 しない確 率 と整合 的 な基 準で算 出 してい る。









によれば、「同業務継続計画 について、計画 を策定済であり、必要な経営資源 を確保済 は、
全体の2割 に止まっている」と、遅れを指摘 している。 また、野村総研[2008]では、「欧米
金融界では、2001年の9・11テロ、香港のSARSといった災害の発生 を踏 まえ(中 略〉、市
場 レベルの事業継続計画を策定し、市場 レベルの策定 と、市場 レベルテス トによる検証が進








継続計画 を実施することが顧客等への安定的な金融サービス提供 を通 じて信頼 を勝ち得るの
に重要である、との認識の下、経営戦略 と整合的な重要業務 を明確化 したり、当局が策定 し










「業務継続のコーポ レー トオフィスは、シニァマネジメン トのサポー トにより、グ ロ
ーバルな業務継続の準備 を統合的に管理 し、災害時の復旧の手順やテス トにより、復旧





海外から学ぶオベ レーシ ョナル リスク管理高度化手法
に、「当時大震 災後 のサ ンフラ ンシス コ市の復 旧に貢 献 した(中 略)。米 国地質学 協会 の
調 査 によれば 、2030年に な る前 まで に、 サ ンフ ランシ スコ湾 近辺 で.、マグニ チ ュ ー ド
6.7以...ヒの地震 が起 きる確率 は62%で あ るJ.(外銀F行2006年3.月 プ レス リリース)と
して、地震 、災害の準備 にフォーカ.スしたプ ログ を開始 した油 。
5.管理 高度牝 メ リッ.トの実証分析
5.1バーゼル 亙における管理 高度化手法
バーゼルnで は、信用 リスクにっいて、標準的手法、基礎的内部計測手法、先進的内部計
測手法の3つ のメニューがあり、当局の承認により高度な手法に移行す るととがで きる(樋
渡 ・足田[2005]参照)。オペ レーシ ョナル リ.スクの計測法について も、以下の3つ の メニ
ューを用意 しており、当局の承認により高度な手法に移行することがで きる。当局は、金融
機関の リスク管理状況を総合的に判断 して、高度な手法への移行 を承認す るが、高度な手法
へ移行するにつれ、所要自己資本が少な くなるように制度設計されている。
(1)基礎 的手法
粗利益 に一定 の係 数(α.フ ァク ター=15%〉 を乗 じた もの をオペ レー シ ョナル リスクの
所 要 自己資本 とす る。粗利益 を リスク量 の代理変 数 としてい るのは、事務 ・システム リス ク
をコ ン トロールす る対価 と して手数料 を得 て いるとい う考 え方 に基づ く。
(2)粗利益配分手法
業務部署を8つ に分割 した上で、過去3年 間の各年について、業務部署毎に、粗利益に.一・





示 されていないが、統計的計測手法が1つ の有力な手法 として注 目を浴びている。.一定のリ
.スク管理基準を満たし、監督当局の承認を得 る必要がある。
5.2バーゼル 皿の管理 高度化効果の検証








第二 は、 リスクをより効果的にコン トロールできることにより、安定的な収益力や 健全な
経営が期待できるため、金融機関の株価や格付の向上につながる。
そこで、以下では、① オペレーショナル リスクの高度化による自己資本比率向上効果の メ
カニズムを明らかにした後、② 実際の都市銀行の効果を検証するほか、..③地域銀行における
信用 ・オペレーショナル リスクの管理高度化と株価 ・格付の関係について実証分析 を行 う。
これにより、バーゼルnの もとで、金融機関は、管理高度化を推進する効果が実際に存在す
ることを明らかにする。
52,1高 度化 によ る自己資本 比率 向上 効果
(1)自己資 本比率向上の プロセ ス
オペ レーシ ョナル リス クの所要 自己資本 を算 出す る際、基礎 的手法 を使 用す る場Anをケ ー
ス1、 先進 的計測手法 を使用す る場合 をケース2と す る。 ケー ス1で は、同 リス クの所 要 自
己資本 が150億円(粗 利 益1,000億円の15%と して算 出)と す ると、 同 リス ク資産 は ユ,875
億 円(150億円 ÷0.08%)とな る。一一方、 ケー ス2で は、管理 高.度化 によ り同 リス クを効果
的に削減 で きることが認 め られ るため、先進 的計測 手法 を採用 で.きる結 果、 同 リスクの所要
自己 資本 が50億 円、 リスク資産 は625億円(50億 円 ÷0.08%)とす る。バ ー ゼル 委で は、
事 前 にサ ンプル調査 し、ケ ース2が ケー ス1よ りも少 な くなるよ う、制 度設 計 されて いる。
この間、単純 化 のため、 ケー ス1、2と も、信 用 リス クの リス ク資産 は10,000億円 と同 じと
す る と、 全体 の リス ク資 産 は、 ケ ース1、2が それ ぞれ10,625億円、11,895.億円 と なるxix。
.自己資本 はケース1、2と もに同 じ1,200億円 とす る と、自己資本比 率 は、 それぞれ11..3%、
10,1%とな る。
上 記の数値事例で は、① 当局が リスク管理 を高度化 したか どうか をチ ェック し、高度 化が
認 め られ ると.、銀行 では、オペ レーシ ョナル リス クが基礎 的手法(ケ ース2)か ら先進 的計
測 手法(ケ ー ス2)へ 移 行す るこ とがで きる、② この結 果、.自己資本比 率の 分母で ある リス
ク資本 が1,250億円減少す るため、 自己資本比率 は1,2%ポイ ン ト上昇す る、 とい うプ ロセ.ス
を示 した。
(2)都市銀 行の高度化効 果の実例
前述の とお り、 基礎 的手法 では、 オペ レーシ ョナル リ.スク を..「粗 利 益」 の15%と してい






制度設計 されているが、実際に、そのとおりになっているのだろうか。 そこで、先進的な リ
スク管理を行 っているある都市銀行の公表資料を分析 したところXX、① オペレーショナル リ
スクの計測手法について、07年3月末が基礎手法であったが、08年3月末より、金融庁 の
承認 を得 て先進的計測手法 を導入 したこと(同手法の採用は本邦初)、② この結果、08年
3月末決算では、基礎的手法 を採用 した場合 に比べ、自己資本比率の分母であるリスクアセ








国内業務に加 え、海外業務、デ リバテ ィブ取引、信託.業務等多種多様 な業務を行っているほ
か、対象行数も少ないことから、今回の研究では実証分析を行っていない。
一方、地域銀行では、個人預金 を中心 した安定資金を中小企業向けに貸出を行うなど、比





ースがみ られる。各種経営支援 を受けている一部の地域銀行の高度化効果は、支援 をしてい
る親銀行の実力に依存 している部分が多い。 このため、高度化 を単独で図っている地域銀行
と同一ベースで比較することは難 しい。そこで、以下の株価、格付の実証分析では、① 上場
している地域銀行のうち、親の都市銀行が一定以..Lの株式を保有する銀行を、分析対象から
除外網 しているほか、② 持ち株会社が複数の子地域銀行 を保有 している場合、当該子地域銀
行は株価の推計がで きないことか ら、除外する形で調整 している舳。
(2)地域銀行における高度化 と株価 との関係
...ヒ記の考え方を踏 まえ抽出 した地域銀行81行について、株価を自己資本比率(健 全性の指
標)、資本収益率(収 益性の指標)、リスク管理.高度化のダミー変数(信 用 ・オペレーショナル
リスクの高度化指標)の3つ の説明変数で回帰 させる実証分析 を行った。ここで、高度化指標
とは、信用 ・オペレーショナルリスクの リスク計測手法の うち、いずれか又は両方が中間段
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階 に移行 して いる場 合が 「1」、 それ以外の両方 とも初期段階 に留 まってい る場合 が 「0」、 と
したダ ミー未変数で あ る。ちなみ に、81行のなかで12行 は、信 用 ・オペ レーショナル リスクの
リス ク計測 手法 の うち、いず れ か又 は両方 が中間段 階 に移 行 してい る(先 進 的手法へ の移 行
はな し)。残 りの69行 が信 用 リ.スク、オペ レーシ ョナル リスク とも初期段階 に留 まって いる。
本分析 の結果 は、 図表3-1の とお りで あ る。資本 収益率(t値0,5)は10%の 水 準で も
有意で はない ものの、 自己資本比率(伺5.2)は1%の 水準で、 リス ク管理 高度化 のダ ミー変
数(同2,6)は5%の 水準 で、それぞれ有意 である ことが判明 した。 す なわち、地域銀 行にお
いて、 自己資本比率 が株価 に大 きな影響 を与 えてい るほか、信 用 リスク、 オペ レーシ ョナル
リスク とい った リス クの管理高度 化 を行 うこ とも、株価 を高 め るこ とにプ ラスの影響 を もた
らして い る、 ことが わかるx細。
(3)地域銀 行にお ける高度化 と格付 との関係
格付会社 で は、銀 行の外部格 付 を行 う際、信 用 リス ク、 オペ レーシ ョナル リスク管理 の高
度化 を重視 して いるX癬。 また、 地域 銀行で も、 リスク管理の高度化 を図 るこ とによ り、よ り
高 い手法 の取得 を 目指す ことをアナ リス ト向け説明会で コ ミッ トして い る。 そこで、高度 化
を図 る ことが実際 に高 い格 付取得 につ ながってい るのか、 につ いて、検証す るこ ととした。
上記 の地域銀 行81行 の うち、国 内格付2社 のいず れが格付 をf寸与 してい る地域銀行74行
を対象 に、格 付 を自己資本比率 、資本収益率 、 リスク管理高度 化の ダ ミー変数 で説明 させ る
回帰分析 を行 った。被 説明変数の格付 はRBS一 か らAA.+の9段 階xxvであ る。一方、説明変
数 は、前述 の とお り、 自己資本比 率、資本収益 率、信用 ・オペ レー シ ョナル リスクの高度化
指標 で ある。 ちなみ に、74行の な.かで12行 は、信 用 ・オ ペ レーシ ョナル リスクの リス ク計
測 手法 の うち、 いずれか又 は両方 が中間段 階に移行 してい る(先 進 的手法へ の移行はな し)。
残 りの62行 が信用 リスク、オ ペ レー シ ョナル リ.スク とも初期段階.に留 まって い る。
本分析 の結果 は、図表3-2の とお りで ある。資本収益率(t値0.7)、は10ｰ/aの水準で も
.統計 上有 意 では ない ものの、 自己資本比 率(同9.6>、リス ク管 理高度 化 の ダ ミー変 数(同
3.2)とも、1%の 水準 で有意 で ある ことが判 明 した。地域 銀行 におい て、 自己資本比 率の 向
上 を行 うほ か、信 用 リスク、 オペ レーシ ョナル リス クといった リス クの管理 高度化 を行 うこ
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出する際、複数の計量化手法を選択できるようにしたほか、金融機関に対 して、環境変化に
柔軟に対応で きるよう、 リスク管理の高度化を図るように促 している。
日本では各種 自然災害が多い。金融機関は、各種自然災害の影響を最小化するための業務
継続計画の重要性が高 まっている。そこで、業務継続計画の管理 フレームワークを提Yし た。
また、邦銀が国際競争力を高めていく観点から、オペレーショナル リスク管理高度化、業務
継続計画の高度化 をそれぞれ図 る上で、海外の先進的事例か ら学ぶ ことが有益と思われる点



















日本 で は 、2(Mlfi年度 末(先 進 的 手 法 はzooi年度末 〉 か ら開 始.
全銀 シ ステ ム と は、 金 融機 関 同 士 が 内国 為 替(国 内 送 金 ・振 込 み)等 円 資金 の 決 済 を コ ン ピュ ー タ ・シ
ス テ ムに よ り、 円 滑 に行 うため の 仕組 み で あ る。
バ 一ーゼ ルnに 関 す る詳 細 は、 樋 渡[2008a].参照,
樋 渡[2008b1は、.平時 の オ ペ レー シ ョナル1,スク管 理 高 度 化 をffううえ で の フ レ ー.ムワー ク を提 供 し
て い る。
ワ ・一ル ド トレ ー ドセ ンターの ビル 内等 の 通 信 の 障害 に よ り、⑦ 米 国 株 式市 場 の4口 間 の 閉鎖 、② 米 国 債
を.含む 大 部分 の債 券 取 引 に お け るz日 間 の取 引停.,r.、③CPな どの 各 種 ク リ ア リ ング ・決 済 面 で の 重 要
な影 響 が 出 た。 コア とな 昌決 済 シ ス テ ムは う ま く機 能 した が 、業 務 中断 、通 信 網 の 不 通 な どか ら大 部 分
の金 融機 関で 重 大 な流 動性 の ボ トル ネ ックが 生 じた ため 、FRI3では 金 融機 関 の業 務 遂 行 に支 障 が な い よ
うにf分 な流 動牲 を供 給 す るた め 、貸 出 を行 な っ た(FRB[2002'.参照)。
現+:.家 禽間 で 世 界 的 に流行 して い るH5N1型 鳥 イ ンフル エ ンザ の 人へ の感 染MTV例 が増 えて お り、 今
後、 人 か ら人 へ の 新型 イ ンフル エ ンザ に な る こ とが懸 念 され て い る 〔日本銀 行[2008]1頁参 照),
シ ナ リオ 分析 に つ いて は 、樋 渡 ・足 田[2005]68-70頁を 参照 。
金 融機 関 同士 、金 融機 関 と大 口 法 人顧 客 な ど、1件 あ た りの金 額 が多 額 に.rる決済 関 連 取 引 で あ る。
個 人 、 中小 企 業 と金 融機 関 にお け る、i件 あ た りの金 額 が 少額 の決 済 資 金取 引 で あ る。
そ こで 、 各国 政 府(日 本 で は厚 生 労 働 省 、 外務 省)や 世 界 保 健機 構 で は、 新型 イ ン フル エ ンザ の 感 染 経
路 拡 大 に応 じて 、 フ ェ ー ズに分 け た ガイ ドラ イ ンを作 成 して い る。 この ガイ ドラ イ ンを 参考 に、 業 務 の
優 先順 位 を踏 まえ 、新 型 イン フル エ ン ザの フ ェ 一ーズご と に業 務継 続 計 画 を策 定 す る必 要 が ある。 そ の際 、
業 務 復 旧 時 間 の 設定 では な く、 「ど の 業務 を 中 断 す る か」 とい う、 新型 イ ンフル エ ンザ 疫 病 発 生 の.ステ
ー ジに応 じた 肌理 細 か い対 応 策.を検 討 す る。



















































格付.会社2社の当該銀行格付が不.致 の場nバ 一ーゼル 肛の標準化.手法のルールを踏まえ、保守的に低
い方を採用。
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5.リス ク コ ン トロ ール 策 6.自己資本 ・





































(注〉番 号は各 ステ ップを示 す もの(記 述 内容は例示}
(図表2)あ る都市銀行の2007年度オペ レーショナルリスク先進的計測手法採用による
自己資本比率削減効果












〔出所)あ る都市銀行2007年度決算投資家説 明会 資料(HPの 資料}を 基 に著者作成
(図表3-1)地 域銀行の株価 と高度化の関係(回 帰分析)
自己資本比率 資本収益率 ダ ミー変数(高 度化1 定数項
係数 91.43*** 1.32 210.94'* _,ユ7.31***
T値 5.2 os zs 一2,8
1.サンプル数81、決定係 数:o.41(自由度調整後0.38)、F値:17.5
2.***,柳,*は、それ ぞれ 正%、5%、io水 準 で有 であ ることを示す.
3,株価;zoos年6月10t]現在(時 価 総額 を株数 で除 した もの、標準 的取引100D単位の株価 に調整)
4.自己資本比 率、.資本収 益率は2008年3月決算
5,高度化ダ ミー 変数:2008年3月決算 の信 用 リスクない しオペ レーシ ョナル リスクの.手法 について、81
行 の うち、3段階中中間段階の 高度 な.手法の使用が承 認 された場合 を 「1」(i2'rr),両リ.スクとも基礎
段 階に留 まっている場 合 を 「0」lay行).
?
?
(図表3-2)地 域銀行の格付 と高度化の関係(回 帰分析)
自己資本比率 資本収益率 ダ ミ一ー変数 縞 度化} 定数項
係数 C.68*串* o.m 1、oo**出 _3.80綜*
T1 9.6 07 3.2 一5 .0
??
?
1.サン プル 数74、 決定 係 数;0,68(自m度 調 整 後0.66;、F値:49,0
2,将*,串*,*は、 そ れ ぞ れ1%.5%、1D%水 準 で 有 で あ る こ と を示 す 。
3.格付:国 内2社 の 格 付(2社 が 異 な る場A.低 い方;格 付 はFRB一=o一.9a+=Hと 指数 化),格 付 は
2008年6月 現 在.
4.自己 資 本 比 率 、 資 本 収 益 事 は2008年3月 決 算
5,高度 化 ダ ミー 変 数;zoosks目 決 算 の 信 用 リス クな い しオ ペ レ ー シ ョナ ル リ ス クの.手法 に つ い て 、74
行 の うち.3段 階 中 中 間段 階 の 高 度 な 手 法 の使 用 が 承 認 され た 場 合 を 「i」(12行).両 リ スク と も基 礎
段 階 に留 ま って い る場 合 を 「0」〔62行}。
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